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「包括的経済連携に関する基本方針」に対するフード連合中執見解

　
日本食品関連産業労働組合総連合会

中央執行委員会
フード連合は11月9日に閣議決定された「包括的経済連携に関する基本方針」に対して、食品関連産業に働く労働組合の立場から、産業に与える影響を憂慮するとともに、構成組合からの懸念に応えていくため、「環太平洋パートナーシップ協定(TPP)」に対する基本的な考え方と当面の対応等について、以下の通り「中執見解」として表明する。
記

１．連合としても丁寧な議論を求める

連合は10月21日、「第13回中央執行委員会」で「政府の『経済連携の基本方針』策定に対する連合の考え方」(資料１)を確認した。

その基本的な考え方は、(1)FTA/EPAに労働条項・環境条項を組み入れる、(2)人の移動、(3)農業分野の3点に留意した上で、「政府は早急に新成長戦略における包括的な経済連携を推進すべきである」というものである。
フード連合は、連合の考え方について構成組織の一員としてこれを了解し、それに即した対応を進めるが、連合の取りまとめにあたっての拙速感は免れない。今後、政策委員会をはじめとする丁寧な議論の場が確保されるよう求める。

２．農業改革は避けて通れない喫緊の課題

我が国の農業が、従事者の高齢化と後継者難、低収入などの構造的な問題をかかえているなかで、魅力ある、強い農業に向かって改革を進めていくことは、TPP交渉の推移にかかわらず、避けて通れない喫緊の課題となっている。また一方、我が国の経済発展に必要な経済連携も避けて通れない課題である。
そうした観点から、政府が閣議決定した「包括的経済連携に関する基本方針」(資料２)で示された、我が国を取り巻く環境認識と経済連携推進の基本的なスタンスは、フード連合としても認識を共有化できる。
３．TPPの課題・問題点を払拭できる実効性ある対策の提起
しかし、現実にTPP交渉に参加していけば、我が国の農林水産業、加えて、私たちの働く食品関連産業への影響ははかり知れないものがある。国民的な議論が十分にされないまま、また、国内の農林水産業や食品関連産業の競争力強化の具体的な道筋も示されないまま“国のかたち”を変えてしまうならば、産業は大きな打撃を被ることになり、食料自給率の大幅低下も必至である。

政府は「農業構造改革推進本部（仮称）」を設置し、2011年6月を目途に農業対策の基本方針を決定するとしている。食料自給率を向上させ、国内農業・農村の振興をはかり、持続可能な力強い農業を育てることを標榜しているものの、農業改革の現状と歴史、さらに今日的な財政状況を鑑みれば、至難の業と言わざるをえない。

十分な国内対策が実施できるかどうかは不確実であり、私たちの不安が払拭できるよう、政府は実効性のある具体的な対策を示すべきである。
４．組織内の認識の共有化をはかりながら対応を行う
「包括的経済連携に関する基本方針」が持つ課題や問題点等について、フード連合自らが広く認識の共有化をはかるため、各種委員会、業種別部会、地区協議会等の場で議論が深まるよう、執行部として必要な情報の提供に努めていく考えである。

また、フード連合は、私たちと同様の危惧を抱く多くの諸団体と連携して、政府や政党等への働き掛けを強めていく。そのため、事態の推移によっては、構成組合に対して協力を要請することも予想されるが、その際には積極的な協力をお願いしたい。
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